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公示番号：170095 

国 名：カンボジア 

担当部署：農村開発部 農業・農村開発第一グループ 第二チーム  

案件名：海水魚種苗生産技術向上プロジェクト（種苗生産技術） 

 

１．担当業務、格付等 

（１）担当業務：種苗生産技術 

（２）格 付：3 号 

（３）業務の種類：専門家業務 

 

２．契約予定期間等 

（１）全体期間：2017 年 5 月上旬から 2017 年 9 月下旬まで  

（２）業務 M/M：国内 0.30M/M、現地 3.50M/M、合計 3.80M/M 

（３）業務日数： 

・国内準備 3 日、現地業務 105 日、国内整理 3 日 

現地業務期間等の具体的条件については、10．特記事項を参照願いま

す。 

                  

３．簡易プロポーザル等提出部数、期限、方法 

（１）簡易プロポーザル提出部数：1 部 

（２）見積書提出部数：1 部 

（３）提出期限：4 月 12 日(12 時まで) 

（４）提出方法：専用アドレス (e-propo@jica.go.jp)への電子データの提出又は郵送

（〒102-8012 東京都千代田区二番町 5 番地 25 二番町センタービル)

（いずれも提出期限時刻必着） 

   提出方法等詳細については JICA ホームページ（ホーム＞JICA について＞調達

情報＞公告・公示情報／結果＞コンサルタント等契約案件公示（業務実施契約

（単独型））＞業務実施契約（単独型）公示にかかる応募手続き） 

（https://www2.jica.go.jp/ja/announche/pdf/procedure.pdf）をご覧ください。 

なお、JICA 本部 1 階調達部受付での受領は廃止しておりますので、ご持参い

ただいても受領致しかねます。ご留意ください。 

（５）評価結果の通知：提出されたプロポーザルは JICA で評価・選考の上、各プロ

ポーザル提出者の契約交渉順位を決定し、2017 年 4 月 25 日

（火）までに個別に通知します。 
 

４．簡易プロポーザル評価項目及び配点 

（１）業務の実施方針等： 

①業務実施の基本方針  16 点 

②業務実施上のバックアップ体制等  4 点 

 

（２）業務従事者の経験能力等： 

①類似業務の経験 42 点 

②対象国又は同類似地域での業務経験  8 点 

③語学力  16 点 

https://www2.jica.go.jp/ja/announce/pdf/procedure.pdf
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④その他学位、資格等  14 点 

（計 100 点） 

 

類似業務 海面養殖にかかる各種業務 

対象国／類似地域 カンボジア／全途上国 

語学の種類 英語 

 

５．条件等 

（１）参加資格のない社等：特になし 

（２）必要予防接種：特になし 

 

６．業務の背景 

カンボジアにおいて水産業は、人口のおよそ 30%にあたる 400 万人が直接または

間接的に従事していること、また同国の GDP 全体の約 1 割を占めていることから、

カンボジアの国家経済にとって重要な役割を果たしている産業と言える。また、同国

民は動物性タンパク質の 65%を水産物から摂取しており 、水産業は食料安全保障の

面からも重要性が高い。 

カンボジアにおける 2014 年の漁業総生産量は 745,255 トンであり、その内訳とし

て、内水面漁業が全体の 67%、海面漁業及び養殖（内水面及び海面）がそれぞれ 16%

を占める 。そのうち、養殖業の伸びが顕著であり、過去 10 年（2004 年～2014 年）

における内水面漁業及び海面漁業の生産増加率が約 2 倍であるのに対し、養殖業では

10 倍となっている 。 

しかしながら、カンボジア国内の海面養殖魚（アカメ、ハタ類）の需要の増加に対

し、養殖技術が未熟で国内の人工種苗生産業者が不足しているため、養殖業者及び養

殖農家は天然種苗及び輸入種苗を使用せざるを得ない。そのため、天然種苗採捕によ

る水産資源への圧力や、輸入種苗由来の魚病発生等による更なる水産資源の減少が危

惧されており、種苗生産技術の向上が課題となっている。 

このような背景を踏まえ、我が国は、無償資金協力により海産種苗生産及び養殖技

術開発、技術普及のための研修・教育を行う「海洋養殖開発センター整備計画」を実

施、2011 年 3 月に海洋養殖研究開発センター（MARDeC）が完工した。 

施設完工後は、個別専門家派遣等により技術支援を行い、アカメの種苗生産及び魚

類診断等の防疫体制の整備を支援した。その結果、アカメの種苗生産量は増加したも

のの、アカメの健全な種苗生産体制の確立及び新魚種の種苗生産技術の開発が必要な

ことから、カンボジア政府は我が国に技術協力を要請、2016年6月に「海水魚種苗生

産技術向上プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」という）の討議議事録が締結

された。 

本プロジェクトは、2016年度「種苗生産技術」専門家の派遣をもって2016年11月

から開始され、2017年1月には「総括/種苗生産/研修計画」長期専門家が派遣されて

いる。本専門家は、上記専門家の活動成果を踏まえ、C/P機関であるMARDeCのさら

なる技術改善、種苗生産安定化、新魚種種苗生産技術開発を目指すものである。  

 

７．業務の内容 

本業務従事者は、技術協力プロジェクトの手続きを十分に把握のうえ、C/P 機関に

対し、種苗生産の技術的な支援を行う。 
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具体的な業務内容は以下のとおり。 

（１）国内準備期間（2017 年 5 月上旬～中旬） 

① JICA の調査報告書等を参照し、種苗生産状況と課題を把握する。 

② JICA 農村開発部及びカンボジア事務所を通じて派遣中専門家と連絡・調整の

上、現地における業務内容を整理する。 

③ 現地業務工程表（案）を含むワークプラン（和文・英文）を作成し JICA 農

村開発部による確認ののち提出する。併せて、カンボジア事務所にもデータ

を送付する。 

 

（２）現地業務期間（2017 年 5 月中旬～2017 年 9 月上旬） 

① 現地業務開始時に、JICA カンボジア事務所、C/P 機関にワークプランを提出

し、業務計画の承認を得る。 

② C/P 機関が実施中のアカメ種苗生産活動全般（親魚養成管理、生物餌料培養、

仔稚魚飼育・中間育成）への支援を通じ、C/P とともに既存技術の改善を行

う。中でも以下の活動に重点を置く。 

・雨季における藻類及びワムシ安定培養技術の確立 

・遠隔地養殖業者の中から中核業者を選定し、中間育成技術をMARDeCで

研修させる。その後、現場での中間育成を支援する 

③ 上記活動結果を踏まえたアカメ種苗生産マニュアルの改訂 

④ 新魚種として養成中のスジアラの仔魚飼育試験の準備を行う。成熟度チェッ

クを行い採卵できた場合は種苗生産を試みる。 

⑤ ハタの親魚養成及び産卵誘発から仔魚飼育準備を行う。 

⑥ 上記活動結果を踏まえ、水産局職員、MARDeC 職員、水産普及員に対し、種苗生産

技術を紹介するセミナーを開催する。 

⑦ JICA カンボジア事務所に、現地業務結果報告書（和文・英文）を提出し、現地業務

結果を報告する。  

 

（３）帰国後整理期間（2017 年 9 月上旬～9 月中旬） 

専門家業務完了報告書（和文・英文）を作成し、監督職員に報告する。 

 

８．成果品等 

業務の実施過程で作成、提出する報告書等は以下のとおり。なお、本契約におけ

る成果品は、専門家業務完了報告書とする。体裁は簡易製本とし、電子データを併

せて提出することとする。 

 

（１）ワークプラン（和文・英文）（全体） 

現地派遣期間中に実施する業務内容を関係者と共有するために作成。業務の具体

的内容（案）などを記載。 

和文 2 部（JICA 農村開発部、JICA カンボジア事務所へ各 1 部） 

英文 3 部（JICA 農村開発部、JICA カンボジア事務所、C/P 機関へ各 1 部） 

 

（２）現地業務結果報告書（和文・英文） 

和文 2 部（JICA 農村開発部、JICA カンボジア事務所へ各 1 部） 
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英文 3 部（JICA 農村開発部、JICA カンボジア事務所、C/P 機関へ各 1 部） 

 

（３）専門家業務完了報告書（和文・英文） 

和文 3 部（JICA 農村開発部 2 部、JICA カンボジア事務所 1 部） 

英文 3 部（JICA 農村開発部、JICA カンボジア事務所、C/P 機関へ各 1 部） 

 

現地派遣期間中／国内作業期間中の業務従事月報（和文）を作成し、JICA 農村

開発部及び JICA カンボジア事務所に提出する。 

 

９．見積書作成に係る留意点 

本公示の積算を行うにあたっては、「コンサルタント等契約における見積書作成ガイ

ドライン」（http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.ht

ml）を参照願います。留意点は以下のとおり。 

（１）航空賃及び日当・宿泊料等 

航空賃及び日当・宿泊料等は契約に含みます（見積書に計上して下さい）。 

航空経路は、日本⇒バンコク／香港／ホーチミン⇒プノンペン⇒バンコク／香港

／ホーチミン）⇒日本を標準とします。 

（２）直接人件費月額単価 

本業務における人件費単価は、2017年度単価を上限とします。 

    https://www.jica.go.jp/announce/information/20170220_02.html 
 

１０．特記事項 

（１）業務日程／執務環境 

① 現地業務日程 

７．業務の内容記載の派遣期間に応じ、また現地の祝祭日（5 月 13 日～15 日

他）を勘案して効率的な派遣期間となるよう、提案してください。 

② 現地での業務体制 

長期専門家（総括／種苗生産計画／研修計画）1 名が派遣されており、また、

本専門家派遣時には短期専門家（施設設備）1 名が派遣される予定です。 

③ 便宜供与内容 

ア）空港送迎 

便宜供与あり 

イ）宿舎手配 

便宜供与あり 

ウ）車両借上げ 

便宜供与あり 

エ）通訳傭上 

なし 

オ）現地日程のアレンジ 

現地派遣開始時における C/P 機関との協議についてのみ、スケジュールア

レンジ及び同行を行う。 

カ）執務スペースの提供 

海洋養殖研究開発センター内における執務スペース提供 

 

http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html
http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html
https://www.jica.go.jp/announce/information/20170220_02.html
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（２）参考資料  

 本業務に関連する次の資料を JICA 農村開発部農業・農村開発第一グループ第二チ

ーム（03-5226-8421）にて配布します。 

  ・種苗生産マニュアル 

 また、次の資料が JICA の HP 等で確認できます。 

・カンボジア国海洋養殖開発センター建設計画予備調査報告書 

   http://libopac.jica.go.jp/images/report/11876737.pdf 

・カンボジア国海洋養殖開発センター建設計画基本設計調査報告書 

 http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000248640.html 

・カンボジア国海洋養殖開発センター建設計画事後評価 

 http://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2014_0960660_4_f.pdf 
・カンボジア国海水魚種苗生産技術向上プロジェクト基本情報   

http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/24BEC0B98E8A8EC649
2580120079E349?OpenDocument&pv=VW02040104 

  

（３）プレゼンテーションの実施 

   なし 

 

（４）その他 

① 海外における海水面の種苗生産に関する実務経験を有することが求められま

す。特に本件の対象魚種であるアカメ、ハタおよびスジアラの種苗生産経験

を重視します。 

② 業務実施契約（単独型）については、単独（1 名）の業務従事者の提案を求

めている制度ですので、複数の業務従事者によるプロポーザルは無効とさせ

て頂きます。 

③ 現地業務期間中は安全管理に十分留意してください。現地の治安状況につい

ては、JICA カンボジア事務所などにおいて十分な情報収集を行うとともに、

現地業務の安全確保のための関係諸機関に対する協力依頼及び調整作業を十

分に行うこととします。また、同事務所と常時連絡が取れる体制とし、特に

地方にて活動を行う場合は、現地の治安状況、移動手段等について同事務所

と緊密に連絡を取る様に留意することとします。また現地業務中における安

全管理体制をプロポーザルに記載してください。 

④ 現地業務に先立ち外務省「たびレジ」に渡航予定の業務従事者を登録してく

ださい。 

⑤ 本業務の実施にあたっては、「JICA 不正腐敗防止ガイダンス（2014 年 10 月）」

（http://www2.jica.go.jp/ja/odainfo/pdf/guidance.pdf）の趣旨を念頭に業務を

行うこととします。なお、疑義事項が生じた場合は、不正腐敗情報相談窓口

または JICA 担当者に速やかに相談してください。 

 
 

以上 

http://libopac.jica.go.jp/images/report/11876737.pdf
http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000248640.html
http://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2014_0960660_4_f.pdf
http://www2.jica.go.jp/ja/odainfo/pdf/guidance.pdf

